
島根県各商工会・島根県商工会連合会

『最新の情報が知りたい』、『代替販路の確保』、『当⾯の資⾦
繰り』など、どんな些細な不安や懸念でも商⼯会へご相談く
ださい。

米国
関税措置
影響大丈夫ですか？
商工会に特別相談窓口を設置しています！

■特別相談窓口の設置
商工会には、自動車部品メーカー等、米国による自動

車等に対する追加関税措置の影響が懸念される企業か

らの様々な相談窓口として『米国自動車関税措置等に

伴う特別相談窓口』を設置。

■セーフティネット貸付の要件緩和
公庫が実施するセーフティネット貸付の、支援対象が

米国の自動車等に対する追加関税措置の影響を受ける

事業者にまで拡大。

■日本貿易保険（NEXI）による貿易保険の対象拡充

及び運転資金調達支援

■補助金の優先的採択
「ものづくり補助金」や、「新事業進出補助金」において、関

税措置の影響を受けた中小企業は優先的に採択。

■自動車産業「ミカタプロジェクト」
中堅・中小の自動車部品サプライヤーに対して、経営アドバイ

スや各種支援策を紹介する『ミカタプロジェクト』を強力に実

施【中小企業基盤整備機構中国本部】

■協調支援型経営課題対応特別資金
島根県中小企業課・各金融機関等

経済産業省　米国関税対策ワンストップポータル

👈最新情報はこちらから！


